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東京 23区におけるヒートアイランド対策導入効果の数値予測
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要　　旨

東京 23 区を対象として、夏季の晴天弱風日におけるヒートアイランド対策（緑化推進、保水性舗装、高

反射率塗装、建物・道路交通排熱削減）の導入効果を三次元数値シミュレーションによって予測した。対策

の導入規模は、2015、2030 年の各時点で想定される導入量をもとに設定した。2030 年時点で想定される

対策の導入による東京 23 区平均気温の低下量は日中 0.5 ℃、夜間 0.2 ℃であるが、日中の都心部 1600ha

の平均では 0.8 ℃と予測された。また、気温低下は都心の風下側で大きく現れやすいことが示された。
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Summary

A three-dimensional numerical simulation is carried out in order to estimate the effect of heat

island mitigation measures on decrease in air temperature in Tokyo. Here, four mitigation

measures are assumed concerning with urban greening, water retentive pavement, high light-

reflective paint, and reducing anthropogenic heat. The amount of these measures are assumed

as expected values for Tokyo in 2015 and 2030, respectively. Numerical simulations are car-

ried out for 2015, 2030, and the present time without introducing these mitigation measures.

The difference between two numerical results with and without the measures reveals the

effect of measures. As a result, decrease in area-averaged air temperature over Tokyo is pre-

dicted about 0.5 ℃ in daytime and 0.2 ℃ in nighttime at 2030. In central area of Tokyo

(1600ha), on the other hand, temperature decrease is predicted about 0.8 ℃ in daytime.

Furthermore, it is found that the remarkable decrease in temperature reveals on the leeward of

central Tokyo.
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1 はじめに

ヒートアイランド現象による夏場の都市の高温化は、

熱中症搬送者数の増加や冷房エネルギー消費量の増大

の一因となっている 1）。さらに、都市の高温化は都市

域やその周辺域の風系などにも影響を及ぼし、大気汚

染物質濃度の上昇や局地的集中豪雨をもたらす要因と

しても懸念されている。

ヒートアイランド現象の実態を把握するためには、

都市域での詳細な観測が有効である。東京都環境科学

研究所と東京都立大学は 2002 年度より共同で、東京

23 区内を対象とした気温・湿度・風向・風速・気圧・

降水量に関する高密度の気象観測（METROS100 お

よび METROS20）を開始しており、これまでに、時

間帯毎の東京 23 区内の高温域の出現場所の特徴や、高

温域と風向との関連性などを明らかにしている 2, 3）。

こうしたヒートアイランド現象の実態把握の一方で、

東京都は現在、屋上緑化や保水性舗装といったヒート

アイランド緩和に有効な対策技術の導入を進めている。

こうした対策技術の導入推進にあたっては、その導入

効果を事前に把握しておくことが重要である。とりわ

け、対策技術の導入効果の大きさが時間帯によって異

なると考えられること、さらに導入効果の空間的な現

れ方が海陸風などの影響を受けると考えられることか

ら、対策技術の効果の時空間的な現れ方に関する特性

把握が重要と考えられる。

こうした目的に対して、仮想的な条件設定下での模

擬的な実験により気温等の時空間的な分布を予測でき

る三次元数値シミュレーションは有効な手段である。

そこで本研究では、東京 23 区を対象として、1）緑化

推進、2）保水性舗装導入、3）高反射率塗装導入、4）

道路交通排熱削減、5）建物排熱削減の 5 つのヒート

アイランド対策技術を取り上げ、2015 年および 2030

年時点に想定されるこれらの対策の導入量に対し、三

次元数値シミュレーションによって気温低減効果を予

測した結果について報告する。

2 数値モデルと計算条件

(1) 数値モデル

本検討に使用した数値モデルは(財)電力中央研究所

で開発されたものである 4）。数値モデルの概要および

主要な計算変量を図 1 に示す。計算は「大気の計算」

と「地表・地中の計算」とに大きく分けられ、それぞ

れの概略は以下に述べる通りである。

大気の計算では、数 10 ～数 100 ㎞四方の水平領域

を対象として、1 ～数㎞程度の水平空間分解能で、風

速や気温、比湿（水蒸気量）の空間的な分布、および

これらの数日程度の時間的な変化が計算される。鉛直

方向には地形に沿った座標系が用いられ、上空約 5 ㎞

までに下層ほど細かく約 15 層が設定される。

地表・地中の計算では、地表の熱収支式から大気へ

の熱や水蒸気の輸送量および地中への伝熱量、地中 0.5

ｍ（海中は 2 ｍ）までの温度が計算される。水平計算

格子間隔は大気よりも小さい値（500 ｍ程度）を設定

することが可能である。また、市街域については、建

物群の凹凸が日射・長波放射や風の遮へいに及ぼす熱

的効果が簡易的にモデル化されている（以下、都市地

表面モデル）。具体的には、各水平計算格子内の建物

幅・間隔・高さの平均値を変量として、建物屋上・建

物壁・道路毎の表面温度、および建物間の気温・比湿

に関する水平格子内の平均値が計算される。

(2) 計算条件

上述の数値モデルによる計算の実施にあたっては、

計算領域や格子間隔を決めた上で、土地被覆分布等に

関する地表の計算条件を設定する必要がある。まず計

算領域について、本検討の着目対象は東京 23 区であ

るが、広域的な地形条件下で形成される風系の影響が
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図 1 数値モデルの概要（下線＋斜体は計算変量）



重要と考えられるため、計算領域は図 2 に示す東西

388 ㎞×南北 348 ㎞とした。水平計算格子の大きさ

は、東京 23 区を包括する 35 ㎞四方（以下、東京区

部）内では全て 1㎞とし、周縁部ほど粗く最大 4㎞と

なる可変格子とした。また、東京区部では、地表・地

中の水平格子間隔は大気中の半分の 500 ｍとするとと

もに、市街域に都市地表面モデルを適用した。

上述した計算領域内の地表の条件として、標高・土

地被覆の分布が必要である。ここでは、国土地理院の

国土数値情報（標高・土地利用）および細密数値情報

（土地利用）をもとにそれぞれの分布を設定した。さら

に都市地表面モデルを適用する東京区部では建物条件

（高さ、幅、間隔の水平格子内平均値）の分布も必要で

ある。ここでは、これらの分布を東京都都市整備局の

地理情報システムと細密数値情報をもとに設定した。

さらに、上記の地表条件に加え、建物や道路交通か

らの排熱の分布も必要である。建物からの排熱は、夏

季の排熱原単位（建物床面積あたりの排熱量）を各水

平計算格子内の延べ床面積に乗じる方法で 1 時間毎の

排熱分布を推定した。ただし、建物の用途や規模によ

ってエネルギーの消費特性や空調・給湯システムが異

なるため、建物用途や床面積規模別（全部で 31 区分）

に排熱原単位を設定し、格子内の区分毎の排熱量を全

て足しあわせた。具体的な方法については、既報 5）を

参照されたい。なお、各計算格子内の上記区分別の延

べ床面積は東京都都市整備局の地理情報システムより

求めた。道路交通からの排熱は、道路交通センサスを

もとに、道路交通量の時空間分布を求め、これに単位

交通量あたりの排熱原単位を乗じる方法で 1 時間毎の

分布を推定した。なお、建物・道路交通ともに、排熱

は顕熱、潜熱それぞれについて分布を推定し、前者は

気温の上昇、後者は比湿の増加にそれぞれ寄与すると

仮定した。

3 観測データとの比較による数値モデルの検証

対策技術の効果予測に先立って、前章で述べた数値

モデルによる気温や風速の再現性の検証を試みた。こ

こでは、ヒートアイランドが発達しやすいと考えられ

る晴天弱風日であった 2002 年 8 月 29 日を対象とし

て、METROS による実測 2）と計算結果とを比較検討

した。

計算条件となる対象日の気象条件として、気象庁の

高層気象観測データ（潮岬・輪島など 6 地点）より温

位・比湿の大気上端の境界値と計算初期の鉛直分布を、

大手町の気象庁気象官署の日射量データより 1 時間毎

の日射量をそれぞれ設定した。海水温度については、

千葉県水産総合研究センターの東京湾海況情報などを

もとに計算初期値と海中 2ｍの境界値を設定した。

地上 45 ｍでの風速の計算結果をMETROS20 の屋

上風速と、また都市地表面モデルで計算される建物間

気温をMETROS100 の地上気温とそれぞれ比較した。

早朝 6時、日中 14 時、日没後の 20 時における風速と

気温の計算結果と実測結果を図3、4 に示す。なお、屋

上風速の測定高度は地点毎に異なるため、ここでは都

市の中立成層時を想定した指数則により地上高度 45 ｍ

に換算した風速を図示してある。

風速（図 3）については、早朝は弱風で、日中に北

西向きの海風が発達し、日没後は北向きになるといっ

た傾向が計算によって再現されている。気温（図 4）

については、実測に見られる局所的な高温・低温など

の細かい分布までは計算で十分に再現できていないが、

高温域が早朝に都心部、日中に北西部、日没後に都心
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図 2 水平計算領域と計算格子間隔



東京都環境科学研究所年報　2005

─ 13 ─

図 4 2002 年 8月 29 日の気温分布
（上：数値計算（建物間気温）、下：METROS100（地上 1.5 ｍ）（カラーバーのレンジはいずれも 3℃））

図 3 2002 年 8月 29 日の風速分布
（上：数値計算（地上約 45ｍ）、下：METROS20（指数則により地上 45ｍに換算した値））



から北部に現れるといった傾向は計算で再現されてい

る。三上ら 3）は、日中の東京 23 区内において風下側

が高温になりやすいことを指摘しているが、今回の数

値計算でもこうした既往の知見と符合した結果が得ら

れている。

4 屋上緑化と保水性舗装の蒸発効率の推定

建物・道路表面の改変を伴うヒートアイランド対策

を数値シミュレーションで評価するためには、日射反

射率・熱容量・熱伝導率といった表面の物性値を計算

入力条件として設定する必要がある。さらに、屋上緑

化や保水性舗装では、表面からの蒸発散効果の度合い

に関する変量である蒸発効率が熱的に非常に重要であ

るが、植物生理なども含めた複雑なプロセスからなる

この物性値を決定することは容易ではない。

そこで、ここでは東京都環境科学研究所で実施され

た屋上緑化、および東京都土木技術研究所で実施され

た保水性舗装の実証試験データ6, 7）をもとに、実測と計

算との比較による蒸発効率の推定を試みた。ただし本

章では、2 章で述べた数値モデルから都市地表面モデ

ルだけを取り出した鉛直一次元モデルで表面の熱収支

のみを計算しており、大気中の気温・比湿・風速は実

測値をもとに時々刻々の値を既知の値として設定して

いる。夏季晴天日（2003 年 8 月 25 日）の屋上緑化に

ついて、実測結果と蒸発効率を 4 通りに変えた計算結

果を図 5 に示す。このような変量の値を試行錯誤的に

変えた計算結果と実測との熱収支の比較により、夏季

晴天日における屋上緑化および保水性舗装の蒸発効率

をそれぞれ 0.2、0.05 程度と推測した。

5 ヒートアイランド対策技術の導入効果予測

(1) 対策技術の導入量の想定

1 章で述べた 5 種類のヒートアイランド対策技術に

ついて、2000 年時点を対策導入前の基準としたうえ

で、2015 年および 2030 年の各時点に想定される各

対策技術の導入量を次のように想定した。

1）緑化推進…表 1 のように、建物屋上（敷地面積

1,000裃以上）および市街域の地上の緑化を想定し

た。緑化植物は屋上・地上とも芝を想定し、物性値

は東京都環境科学研究所の実測データ 6）をもとに設

定した。蒸発効率は 4 章の結果を用いた。2030 年

の緑化面積分布を図 6(1)(2)に示す。屋上緑化面積

は、敷地面積の大きな建物の多い都心や副都心で大

きいことがわかる。

2）保水性舗装導入…表 1 のように、図 2 に示す都心

エリア（約 16裄）の道路に保水性舗装が導入され

た場合を想定した。物性値は東京都土木技術研究所

の実測データ 7）をもとに設定し、蒸発効率は 4章の

結果を用いた。2030 年の保水性舗装面積分布を図

6(3)に示す。

3）高反射率塗装導入…表 1のように、東京 23 区内の

全屋上への導入を想定した。日射反射率は、文献 値

10）を参考に 70%（導入前は 10%）とした。2030

年の高反射率塗装面積分布を図 6(4)に示す。
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図 5 2003 年 8 月 25 日の屋上緑化（芝）の表面熱収支の実測結果（東京都環境科学研究所が実施）および蒸発効率
（＝β）の値を 4通りに変えた数値シュミレーション結果



4）道路交通排熱削減…表 1 のように、燃費向上や旅

行速度の改善、ハイブリッド車の普及による排熱削

減を想定した。2030 年の 14 時における排熱削減量

分布を図 7(1)に示す。

5）建物排熱削減…表 1 のように、建築物の省エネ性

能の向上およびトップランナー方式の機器の普及に

よる効率改善による排熱削減を想定した。2030 年

の 14 時における排熱削減量分布を図 7(2)に示す。
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図 6 2030 年の各種対策の導入面積率の分布

図 7 2030 年の顕熱排熱削減量の分布（14時）



(2) 対策技術の導入効果予測

3章と同じ晴天弱風日（2002 年 8 月 29 日）の気象

条件下で、対策導入前、および上記の 5 つの対策技術

が全て導入された 2015 年、2030 年の各条件下で計

算を行い、2015、2030 年の各時点について対策導入

前との建物間気温の差分（以下、気温変化量）を対策

技術の導入効果として考察対象とした。

図 8 は東京 23 区内平均および都心エリア平均の気

温と気温変化量の時間変化である。2030 年において、

日中の 23 区内平均の気温低下量は約 0.5 ℃であるが、

都心エリア平均ではその 2 倍弱の約 0.8 ℃である。こ

れは保水性舗装を都心エリアのみに導入したことに加

え、屋上緑化の対象となる敷地面積の大きな建物が都

心に多かったこと、建物の排熱密度が高く排熱削減量

が多かったことも理由である。また、日中の効果は夜

間の 2～ 3 倍である。これは高反射率塗装と保水性舗

装の効果が日中以外にほとんど見られなかったことに
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表 2 各対策技術を単独で導入した場合の日中 14時の気温変化量（2030 年時点想定）

図 9 建物間気温変化量の分布



加え、緑化や建物排熱削減の効果も夜間と較べて日中

の方が大きかったことによる。2030 年の効果は 2015

年の約 2 倍であり、両時期の各種対策技術の導入量の

比がほぼそのまま結果に現れている。また、深夜から

早朝の気温も、2030 年において、23 区平均で約

0.2 ℃、都心エリア平均で約 0.3 ℃低下しており、熱

帯夜日数の減少が期待できる。

表 2 は 2030 年における個々の対策技術による日中

14 時の気温変化量である。今回の想定では緑化推進の

効果が最も大きく、都心エリアでは保水性舗装や排熱

削減の効果も大きいことがわかる。

図 9 は、早朝 6 時、日中 14 時、日没後 20 時の気

温変化量の分布である。日中は都心部に加え、その北

西部で大きな気温低下が見られる。これは日中 14 時

の風向が北北西～北西向きであり（図 3）、都心の気温

低減効果が風下へ及んだことが考えられる。日没後の

20 時も、日中ほど顕著ではないが、都心の風下側にあ

たる北部で気温低下量が大きい。また、早朝や日没後

の気温低下は幹線道路上で大きく、日中と比べて自動

車交通排熱削減の寄与度が相対的に高くなっているこ

とがわかる。

6 都市を自然状態に戻した条件下での数値シミュレ

ーション

最後に、対策導入効果の最大値の目安として、都市

を自然状態に戻した極端な条件下での気温低下量の予

測を試みた。具体的にここでは、前章で検討対象とし

たヒートアイランド対策技術のうち、「緑化推進」およ

び「排熱削減」に着目した以下の 1）～ 3）の各ケー

スについて検討を行った。

1）全緑化…市街地における建物屋上と地上の全面を芝

で緑化した場合

2）全排熱削減…全ての道路交通排熱および建物排熱を

ゼロとした場合

3）全緑化＋全排熱削減…上記の 1）、2）とも実施し

た場合

全緑化＋全排熱削減の導入前後における気温の時間

変化を図 10 に示す。東京 23 区平均、都心エリア平均

ともに、日中の気温は 3 ℃以上低下している。また、

早朝の気温も低下しており、東京 23 区平均で約 1 ℃、

都心エリア平均で約 1.5 ℃である。その結果、早朝に

おける都心エリア平均気温と東京 23 区平均気温との

差は、導入前（左右の図の実線同士を比較）と較べて

導入後（左右の図の破線同士を比較）の方がかなり小

さくなっており、全緑化と全排熱削減によって早朝の

都心部の高温化が大きく軽減されることが示される。

続いて、日中における要因別の寄与度を比較するた

め、「全緑化」および「全排熱削減」それぞれの導入に

よる早朝 6 時および日中 14 時の気温変化量を表 3 に

示す。日中、東京 23 区平均では、全緑化による気温

低下量は全排熱削減の約 5 倍であり、緑化の効果が大

きいことがわかる。また、人工排熱密度の高い都心エ

リア平均では排熱削減の効果もやや大きいが、緑化の

効果の半分程度である。一方、早朝は、排熱削減の効

果は日中と同程度であるが、緑化の効果は日中の約 7

分の 1 である。このため、早朝は排熱削減の方が効果

は大きい。

7 おわりに

東京 23 区内を対象とした数値シミュレーションに
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図 10 「全緑化＋全排熱削減」による建物間気温の時
間変化

表 3 対策導入に伴う気温変化量



より、2015、2030 年時点を想定したヒートアイラン

ド対策技術の導入効果を予測した。また、対策導入効

果の最大値の目安として、都市を自然状態に戻した極

端な条件下での気温低下量の予測も試みた。東京 23 区

内においては日中の高温域が風下側に現れやすいこと

が指摘されている 3）が、今回の検討により、対策技術

の導入効果も都心部の風下側に大きく現れやすいこと

が示された。今後は、夏季の様々な風系条件下での効

果の現れ方の違いについて検討する予定である。
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